
査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

事業区分

事業区分

対象1分あたり 1,144

　定例会等の議会情報を編集・作成し、２色刷りで印刷する。市広報に年４回挟み込む形で発行する。

担当課室要求額 財政担当査定額

94,915常任委員会（38名）、特別委員会（10名）議会運営委員会（11名）：59人ＫＰＩ 受益者など（見込）

SDGs（持続可能な開発目標）

事業概要

　各常任委員会（総務委員会、福祉健康委員会、経済教育委員会、建設水道委員会）、特別委員会及び議
会運営委員会において、他の自治体等の先進的な取組について視察を実施する。

5,600 千円

ＫＰＩ 受益者など（見込）

千円

0 千円5,600 千円

市長査定額

円

№02

部課室 議会事務局議事調査課 事業名 議会だより発行事業 事業区分 その他事業

対象1人あたり

SDGs（持続可能な開発目標）

事業概要

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

5.39 円

№03

部課室 議会事務局議事調査課 事業名 議会公開及び会議録作成事業

SDGs（持続可能な開発目標）

事業概要

　市議会定例会・臨時会等の会議録を調製し、印刷製本及びウェブサイト上で検索することができるデー
タを作成し公開する。また、本会議の録画映像をインターネットにより配信する。

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

発行予定部数：600,800部

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

3,239 千円 3,239 千円 0 千円 3,239 千円 0

円

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

8,789 千円 8,789 千円 0 千円 8,789 千円

定例会･臨時会･委員会等開催時間数：7,676分ＫＰＩ 受益者など（見込）

0 千円

6

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

（議会事務局）

№01

部課室 議会事務局庶務課 事業名 行政調査事業

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

予算編成過程・ＫＰＩの公開

① ② 増減（②-①） ③

5,600 千円 0 千円

その他事業

増減（③-②）

その他事業

対象1部あたり



ＫＰＩ 受益者など（見込） 本会議・委員会の傍聴者数及び出席者(5年間使用を想定)：9,245人 対象1人あたり 434 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

4,017 千円 4,017 千円 0 千円 4,017 千円 0 千円

SDGs（持続可能な開発目標）

№06

部課室 議会事務局議事調査課 事業名 音声認識システム導入事業 事業区分 新規事業

事業概要

　市議会本会議や委員会傍聴において、聴覚障害者の希望により手話通訳者の派遣依頼を行っているが、
必ず手配できる確約がないため、聴覚に障害がある方や聞き取りづらい方への対応として、会議内容をリ
アルタイムに字幕表示するシステムを導入する。また、本システムを通じて本会議や委員会、各種議会に
参加する議員等に対しても支援する。

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 市議会議員：38人 対象1人あたり 85,526 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

3,250 千円 3,250 千円 0 千円 3,250 千円 0

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

部課室 議会事務局庶務課 事業名 議会用タブレット型端末運用事業 事業区分 その他事業

事業概要

　議会のICT化を進めることにより、災害時、コロナ禍等の非常時における情報共有体制の構築や連絡手段
を効率化し、議会の危機管理体制を確立するとともに、円滑な議会活動を推進する。また、会議資料等を
持ち運ぶことが容易になるメリットを生かし、議員活動の充実及び議会活動の活性化を図り、議会機能を
強化する。

SDGs（持続可能な開発目標） 15

ＫＰＩ 受益者など（見込） 市議会議員：38人 対象1人あたり 600,000 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

№05

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

22,800 千円 22,800 千円 0 千円 22,800 千円 0 千円

6 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （議会事務局）

№04

部課室 議会事務局庶務課 事業名 政務活動費交付事業 事業区分 その他事業

事業概要

　市議会議員の調査研究その他の活動に資するために必要な経費の一部として、議員に対し政務活動費を
交付する。

SDGs（持続可能な開発目標）


